（様式２）

	受付番号

※　記載不要
	


令和８年　　月　　日

里親支援センター設置運営事業候補者公募
応　募　資　格　確　認　書
愛知県知事　大村秀章　殿
住　　所　
法人等名　
代 表 者　
（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　
　里親支援センター設置運営候補者公募に関する企画競争に参加したいので、本事業の「里親支援センター設置運営事業候補者公募要領」に基づき、別添のとおり関係書類を添えて申し込みます。
　なお、提案に当たり、下記事項について誓約するとともに、書類の記載内容については事実に相違ないことを誓約します。

記

１　応募者は、「公募要領」別紙に定める応募資格を満たしていること。
２　「公募要領」に記載された内容を全て承知の上で提案するものであること。

３　事業の実施に当たっては、関係法令等を遵守して実施すること。

（連絡担当窓口）
	法人等名
	

	（ふりがな）

担当者氏名
	

	所属

（部署）
	

	役職名
	

	電話
	

	メールアドレス
	


１　応募者の概要

	法人等名
	

	代表者職・氏名
	

	所在地
	〒


	設立年月日
	

	資本金
	

	従業員数
	

	ホームページ

アドレス
	http://

	現在の事業内容
	

	公募事業と
関連する
業務の実績
	


※　「公募事業と関連する業務の実績」欄には、過去３年間に実施した里親支援業務の実績（事業内容、発注者、実施年度等）や、アピールできる点を記載してください。
２　事業実施体制

　ア　統括責任者
	区分
	事業監督者

	氏名
	

	所属
（部署）
	

	役職名及び
勤務形態
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常勤・非常勤


※　委託事業の開始から終了までの間、本事業を統括し、事業の実施方法や進捗状況の確認等、事業の円滑な実施のために定期的に県と連絡調整を行う統括責任者を１名配置してください。

　イ　その他の従事者

	氏名
	役職
	本事業での役割

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


３　応募資格

	項目
	該当

	１
	愛知県内に主たる事務所を有する法人であること。
	

	２
	社会的養護を行う児童福祉施設を運営する社会福祉法人や里親分野の活動実績を有する特定非営利活動法人など、里親支援事業を適切に実施することができる者であること
	

	３
	本要領に基づき、里親支援センターを県が定める時期に開設し、かつ継続して安定的に運営することが可能な者であること。
	

	４
	地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般競争入札の参加者の資格）に該当しないこと。
	

	５
	愛知県指名競争入札参加資格者名簿に登録されている者については、企画提案書の受付期間中において、愛知県から指名停止の措置を受けていないこと。
	

	６
	企画提案書の受付期間中において、会社更生法（平成14 年法律第154 号）に基づく更生手続き開始の申し立て、民事再生法（平成11 年法律第225 号）に基づく民事再生手続き開始の申し立て及び破産法（平成16 年法律第75 号）に基づく破産手続き開始申し立てがなされていないこと。
	

	７
	総勘定元帳、現金出納簿等の会計関係帳簿類や、労働者名簿、出勤簿、賃金台帳等の労働関係帳簿を整備していること。
	

	８
	暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77 号）第２条第２号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う者でないこと。
	

	９
	国税及び地方税を滞納していないこと。
	

	10
	宗教活動や政治的活動を目的とした団体でないこと。
	


※　「該当」欄には、応募資格の各項目について、該当するものに○を、該当しないものに×を記入すること。
４　添付書類
	項目
	添付

	応募者の事業概要が

分かる資料
	定款
	

	
	施設（団体）概要
	

	
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	決算報告書（直近２か年）
	

	過去に里親に関する業務を実施したことがある場合は、直近（１事業）の事業に関する企画書、報告書等（写しで可）
	


※　「添付」欄には、添付書類の各項目について、添付するものに○を、添付しないものに×を記入すること。
